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第１章  計画の概要 

１ 計画策定の目的 

本 計 画は 、将 来 にわ た り持 続可 能 な行 政 経営 の実 現 に向 け 、

市 の 財 政 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 及 び 基 本 と な る 事 項 を 定 め た

「 富 津 市 健 全 な 財 政 運 営 に関する条例」第11条に規定された中

期的な期間における財政見通しに加 え 、 行 政 運 営 を 持 続 し て い

くために必要な歳入確保及び歳出抑制の基本的 な 方 向 性 を 示 す

と と も に 、健 全 な財 政 運 営 を 堅 持 して い く う え で の 財政 規律（基

準）とその目標値を明確に定めた、本市経営改革推進の指針とする

ものです。 

２ 計画の基本方針 

本市では、これまで、限られた経営資源である「ヒト（職員）」、「モ

ノ（公共施設等）」、「カネ（経費）」を根底から見直し、多様化する

市 民 ニ ーズ に 対応す る た め、 選択と集中による行政サービスの

重点化と財源の 健 全化に取り組み 、 トップマネジメ ン トによる

強い意志のもと、 明確な目標を設定 し、経営改革を推 進してき

ま し た 。  

し か し 、人 口 減 少の 進 行 、生 産 年 齢人 口 の 減 少 に よ る職 員 の

不 足 、社 会 全 体のデ ジ タ ル 化・オ ンラ イ ン 化 が 加 速 する な ど 社

会 情 勢 は 大 き く 変化 し て い ま す 。  

将 来 に わ た り 行 政経 営 を 持 続 さ せ るた め に 、こ れ ま での 経 営

改 革 の 取 組 を 継 続し な が ら 、Ｄ Ｘ（デ ジ タ ル ト ラ ン スフ ォ ー メ

ー シ ョ ン ）の 推 進や 業 務 の 効 率 化 によ り 更 な る 改 革 を推 進 し ま

す 。  
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３ 計画の位置付け     

 
 

４ 基本的事項 

（１）計画期間 

計画期間は、令和８年度から令和12年度までの５年間とします。 

（２）財政見通し 

財 政 見 通 し は 、 策 定 時 点 に お け る 、 一 定 の 前 提 条 件 の 下 に

推 計 し た も の で あ る た め 、 各 年 度 の 決 算 状 況 や 社 会 情 勢 の 変

化 な ど 、 将 来 の 財 政 運 営 に 影 響 を 与 え る 要 素 を 予 測 で き る 範

囲 で 勘 案 し 、 毎 年度 、 見 直 し を 行 います。 

（３）会計単位 

計画の会計単位は、一般会計とします。  

な お 、 決 算 額 は 、 地 方 財 政 状 況 調 査 に お け る 決 算 統 計 の 数

値 を 採 用 します。 

第３期富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略

最優先計画

職員定員適正化計画 公共施設等総合管理計画

（１）職員が主体的に働ける職場の整備（人・組織）

（２）公共施設マネジメントの推進（公共資産）

（３）持続可能な財政運営の確立（財政）

（４）行政サービスの再構築の推進（サービス・業務）

公共施設再配置推進計画

「誇りと愛着を持てるまち ふっつ」

富津市中期財政計画 【経営改革５か年計画】

富津市みらい構想

≪具体的な取組≫

（１）人・組織

実 行 計 画

健
全
な
財
政
運
営
に
関
す
る
条
例

（２）公共資産 （４）サービス・業務（３）財政

各 個 別 施 設 計 画

・自主財源の確保

・財政規律の設定

・事務事業の見直し

・ＤＸの推進

≪将来像≫
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第２章 中期財政計画【経営改革５か年計画】      

（令和３年度～令和７年度）の取組実績 

１ 財政規律指標 

中期財政計画では、次世代に負担を残さない、健全な将来の姿を示す

財政規律指標として、財政調整基金残高及び地方債残高の目標額を設定

しました。取組に対する実績額は、以下のとおりです。 

 

（ １ ） 財 政 調 整 基 金 残 高  

財政調整基金残高は、平成 25 年度末には約２億円と底をついた状況 

でしたが、経営改革の取り組みや前年度決算の確定後、実質収支額の  

２分の１以上の積み立てを確実に行ってきました。  

令和７年度末の目標額は 22 億円以上と設定していますが、これらの 

取組により、令和６年度末時点では約 27 億円、令和７年度末見込は約 25

億円であり、目標額を達成する見込みです。 

 

○ 財政調整基金残高の推移 

  

 

 

 

 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7見込

18.8% 19.2% 20.5% 22.6% 23.7% 21.8% 20.5%

14.7% 14.4% 16.3% 17.9% 17.0% 15.5% -

 ※ 財政調整基金残高比率 （％）＝ 財政調整基金残高 ／ 標準財政規模

財政調整基金残高比率

富津市

県内市平均

(単位 ： 万円）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7見込

4.8 5.2 5.9 6.4 6.9 6.6 6.1

3.0 3.1 3.6 3.9 3.8 3.6 -

 ※ 各年度１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

県内市平均

人口1人あたり財政調整基金残高

富津市
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○ 決算剰余金の積立状況               

 
 
 

（ ２ ） 地 方 債 残 高  

地方債残高は、事業の優先度を見極めるなど、借入と償還のバランス

を保つとともに、交付税算入率の高い地方債の活用に努めてきました。  

令和７年度末の目標額は 180 億円以下と設定していますが、これらの

取り組みにより、令和６年度末時点では約 165 億円、令和７年度末見込

は約 169 億円であり、目標額を達成する見込みです。 

 

○ 地方債残高の推移 

 

 

 

(単位：百万円）

区　　分 R1 R2 R3 R4 R5 R6

 歳入（①） 20,551 26,195 22,030 21,471 21,033 23,302

 歳出（②） 19,102 25,052 20,566 20,520 20,152 22,262

 翌年度へ繰り越すべき財源（③） 527 388 204 225 103 130

 実質収支額（①－②－③） 922 755 1,260 726 778 910

 財政調整基金決算積立額
（実質収支額の1/2以上）

462 378 631 364 390 455

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7見込

135.3% 131.4% 127.1% 131.0% 129.3% 134.9% 139.6%

161.1% 157.4% 151.7% 150.5% 144.4% 139.2% -

 ※ 地方債残高比率 （％）＝ 地方債残高 ／ 標準財政規模

(単位 ： 万円）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7見込

34.2 35.7 36.4 37.3 37.6 40.7 41.8

33.4 33.6 33.6 33.1 32.4 32.2 -

 ※ 各年度１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

富津市

県内市平均

富津市

県内市平均

人口１人あたり地方債残高

地方債残高比率

(単位：百万円）

区　　分 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7見込

 借入額 2,399 1,902 1,590 1,660 1,451 2,490 1,798

 償還元金 1,465 1,495 1,542 1,617 1,565 1,509 1,371

 地方債残高 15,087 15,494 15,542 15,585 15,471 16,452 16,879
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２ 具体的な取組事項 

健全な財政運営を着実に実行するため、ヒト、モノ、カネの３つの経

営資源ごとに見直すべき目標と取組事項を定め、持続可能な行政経営の

実現に向けて取り組みました。 

 

（ １ ） ヒ ト  

定員管理の適正化や継続的な組織・機構の見直しにより、変化の激し

い社会情勢にも機動的に対応できる体制を構築しました。 

また、人材育成の推進や民間活力の導入により、質の高い行政サービ

スの提供に向けて取り組みました。 

  

○人事評価制度（目標管理制度）の活用 

人事評価制度の活用により、職員が経営の目標を明確に意識し、使命

感を醸成するとともに、公正な評価を通じて職員の士気を高め、組織の

活性化を図りました。 

また、評価結果は、任用、配置替え、人材育成等に加え、令和４年度

から勤勉手当にも反映させ、より効果的に活用しました。 

  

 ○職員定員適正化計画の推進 

平成 29 年８月、平成 30 年度から令和４年度までの５か年を計画期間

とする職員定員適正化計画を策定し、定員管理に取り組んでいましたが、

少子高齢化の進展や社会情勢の変化に伴い市の業務が複雑化・多様化・

高度化していることに加え、全国的に頻発する自然災害への対応など業

務量も増加しており、計画上の職員数が現状を踏まえたものとなってい

ない状況が見受けられたことから、令和４年６月に、新たに令和５年度

から令和９年度までの５か年を計画期間とする職員定員適正化計画を策

定しました。  

 

《職員数の推移》 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

計画人数 471 人 469 人 470 人 482 人 484 人 486 人 

実人数 465 人 470 人 478 人 478 人 480 人 479 人 

※各年度４月１日現在 

 

○組織・機構の見直し 

限られた人員を効果的に活用し、変化の激しい社会情勢にも機動的に対

応できる体制を構築するとともに、多様化・複雑化する市民ニーズに対応

するため毎年度見直しを行いました。 
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《組織数の推移》 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

組織数 

 10 部局 

 32 課室 

  58 係 

 10 部局 

 33 課室 

65 係（班） 

 10 部局 

 33 課室 

65 係（班） 

 11 部局 

 35 課室 

  66 係 

 11 部局 

 35 課室 

  66 係 

 11 部局 

 35 課室 

  67 係 
※  各年度４月１日現在 

 

 〇民間活力の導入 

 富 津 市 立 図 書 館 や ス ポ ー ツ 施 設 を は じ め と す る 公 共 施 設 の

管 理 ・ 運 営 に あ た っ て は 、 指 定 管 理 者 制 度 を 活 用 し 、 民 間 事 業

者 の 幅 広 い 技 術 や 柔 軟 な 発 想 を 取 り 入 れ 、質 の 高 い 行 政 サ ー ビ

ス の 提 供 に 取 り 組 み ま し た 。  

ま た 、ア ウ ト ソ ー シ ン グ を 推 進 し 、各 連 絡 所 で 実 施 し て い た

業 務 を 民 間 事 業 者 へ 委 託 す る な ど 、組 織 及 び 人 員 配 置 の 合 理 化

を 図 り ま し た 。  

 

 

（ ２ ） モ ノ  

公共施設等総合管理計画を推進するとともに、未利用・低利用財産に

ついて、売却や有効活用を積極的に進め、賃貸・売却により収入を確保

しました  
 

○公共施設等総合管理計画の推進 

富津市公共施設等総合管理計画を着実に推進するため、富津市公共施

設再配置計画で定めた再配置の方針に沿って、順次、個別施設計画を策

定し、各施設の状態等を踏まえた具体的な維持管理・更新等の内容を明

確化し、財政負担の軽減及び平準化に取り組みました。    

 

《公共施設数及び延べ床面積推移》 

年度 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 

施設数 174 施設 171 施設 171 施設 168 施設 今後掲載予定 

延べ床面積 155,243 ㎡ 153,622 ㎡ 154,868 ㎡ 153,685 ㎡ 今後掲載予定 

 

○未利用財産の処分・有効活用 

閉校となった学校の利活用や活用が見込めない土地の売却を積極的に

進め、賃貸・売却により収入を確保しました。  
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（ ３ ） カ ネ  

健全な財政運営の実現に向け、積極的な自主財源の確保や中長期的な

視点に立った財政運営に取り組みました。 

 

○滞納額の縮減対策 

市税については、コンビニ納付、クレジットカード納付に加え、スマ

ートフォンアプリを利用した納付など納付環境の更なる充実を図るとと

もに、税の公平性の観点から、滞納に対しては、滞納処分を前提とした

厳しい姿勢で臨み、徴収率の向上、滞納額の圧縮に取り組みました。  
 

《市税徴収率の推移》 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

徴収率 96.4％ 96.8％ 97.2％ 97.6％ 97.9％ 

滞納額 
（収入未済額） 

328,752

千円 

270,673

千円 

224,922

千円 

198,991

千円 

177,458

千円 

 

○ふるさとふっつ応援寄附 

個人からの寄附に加え、企業版ふるさと納税の受付も開始し、寄附の

獲得強化に取り組みましたが、寄附者のニーズが本市に取扱いの少ない

日用品等にシフトしたことなどから、寄附金額を増加させることはでき

ませんでした。 

 

《寄附金額の推移》 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ふるさと納税 358 百万円 326 百万円 297 百万円 225 百万円 155 百万円 

企業版ふるさと

納税 
― 44 百万円 60 百万円 27 百万円 45 百万円 

合計 358 百万円 370 百万円 357 百万円 252 百万円 200 百万円 

 

○公共施設等マネジメント基金等の適正管理 

公共施設の再配置や改修、修繕に要する経費の財源に充てるため、当

該年度の決算見込みの状況を勘案し、積立金を増額するなど、計画的な

資金管理を行い、学校給食共同調理場整備事業などに活用しました。  
また、今後整備が予定されている環境センター及び道の駅について、

令和６年 12 月に新たな基金を設置するなど、計画的な財源確保に取り組

みました。  
 

《公共施設等マネジメント基金の推移》 

年度 令和２年度末 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

残高 711 百万円 992 百万円 1,371 百万円 1,385 百万円 1,166 百万円 
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○事務事業の見直し 

事業シートを活用し、目的、効果及び達成度の観点から定期的に事業

評価行い、見直し結果を予算編成の基礎資料としました。 

また、デジタル技術を活用した業務改善にも取り組み、ペーパーレス

化や行政手続きのオンライン化を推進し、市民の利便性の向上が図られ

ました。 

 

○新たな手法による財源の確保 

ガバメントクラウドファンディング等新たな手法により、富津市立図

書館の図書や市で配布している物品等を調達し、財源を確保しました。 
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３ 財政の状況 

（１）歳入の推移 

令和元年度から令和６年度までの歳入の推移は、以下のとおりです。 

令和２年度決算における大幅な増額の要因は、新型コロナウイルス 

感染症緊急経済対策による特別定額給付金の支給に伴い、国庫支出金が

増額となったことによるものです。 

    

 

○  市税 

本市の歳入の根幹である市税は、令和元年度と比較し、調定額は減少

(▲1.1 億円)しましたが、徴収率が増(2.5 ポイント)となったことから 

増額となりました。 

令和２年度は、固定資産税・償却資産の増により増額となっています。 

 

徴収率  R1 R2 R3 R4 R5 R6 

富津市 95.4% 96.4% 96.8% 97.2% 97.6% 97.9% 
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○  地方交付税 

普通交付税は、臨時財政対策債が発行抑制されたことや、令和３年度

以降、国税収入の増加などに伴い再算定が行われたことにより、増額と

なりました。 

特別交付税は、令和元年度は台風災害関連経費により大幅な増額と 

なっていますが、令和２年度以降は、特殊財政需要分が増加したため、

増額となりました。 

 

 

〇 市債（借入額） 

令和６年度は、学校給食共同調理場整備事業の財源として、約 17 億円

を借り入れたことにより、大幅な増額となりました。 

普通交付税の代替措置として例外的に発行が認められている臨時財政

対策債は、発行抑制されたことにより、令和４年度以降減額となりま  

した。 

経営改革の一環として、平成 27 年度以降、当該年度の決算見込みの 

状況を勘案し、市債の借り入れを抑制しています。  
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（２）歳出の推移 

令和元年度から令和６年度までの歳出の推移は、以下のとおりです。 

令和２年度決算における大幅な増額の要因は、新型コロナウイルス 

感染症緊急経済対策による特別定額給付金の支給に伴い、補助費等が 

増額となったことによるものです。 

義務的経費（人件費・扶助費・公債費）、投資的経費（普通建設事業費・

災害復旧事業費）の分析は、次ページに掲載しています。  

 

 

「物件費」は、令和元年度の台風被害に伴う災害廃棄物処理関係費、

全額国費負担による新型コロナウイルスワクチン接種事業、市立図書館

の整備に伴う図書の購入のほか、物価高騰の影響により増額となりま 

した。 

 

「補助費等」は、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症緊急経済

対策による特別定額給付金の支給、令和元年度の台風被害に伴う被災者

支援を実施したことにより、大幅に増額となりました。 

 

「その他」は、公共施設の再配置や適正な維持管理を行うため、当該

年度の決算見込みの状況を勘案し、公共施設等マネジメント基金への 

積み立てを強化してきたことにより、増額となりました。 
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○  義務的経費（人件費・扶助費・公債費） 

「人件費」は、職員定員適正化計画の見直しによる職員数の増加、  

千葉県人事委員会勧告に準じた給与改定により増額となりました。 

「扶助費」は、障がい者に対する介護・訓練等給付費の増額、新型   

コロナウイルス感染症や物価高騰対策として、低所得世帯を支援する 

ための給付金を支給したことにより増額となりました。 

義務的経費は、人件費や扶助費が増額となったため、全体では増額と

なりました。  

 

 

○  投資的経費（普通建設事業費・災害復旧事業費） 

「普通建設事業費」は、令和元年度は天羽中学校校舎改築事業、令和

６年度は学校給食共同調理場整備事業を実施したことにより、増額と 

なりました。 

「災害復旧事業費」は、令和２年度は、令和元年度の台風被害に伴い

災害復旧工事を実施したことにより増額となりました。  
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（３）健全化判断比率等の推移 

 

○  実質公債費比率 

交付税措置のある有利な地方債の活用や標準財政規模の増加などに 

より、平成 29 年度以降、比率は年々改善していますが、依然として県内

市平均を上回っている状況です。  

 

 

○  将来負担比率 

経営改革の取組による財政調整基金や公共施設等マネジメント基金の

増加、地方債の借入抑制などにより、比率は大幅に改善していますが、

依然として県内市平均を上回っている状況です。 
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○  経常収支比率 

人件費の削減や事務事業の見直し、市税徴収率の向上などの経営改革

の取組により、平成26年度以降、県内市平均を下回っている状況が続い

ていましたが、千葉県人事委員会勧告に準じた給与改定に伴う人件費の

増額や物価高騰に伴う物件費の増額などの影響により、令和５年度は県

内市平均と同水準となりました。 
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（４）県内市との比較 

経営改革取り組み以前(平成25年度決算)と取り組み後(令和元年度 

決算・令和６年度決算)の健全化判断比率、市民１人あたりの人件費、  

地方債残高、基金残高の県内市との比較は、以下のとおりです。 
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第 ３ 章 経 営 改 革 の 推 進 

１ これまでの取組の評価 

持 続 可 能 な 行 政 経 営 の 実 現 に 向 け 、 ヒ ト 、 モ ノ 、 カ ネ の ３ つ の   

経 営 資 源 ご と に 取組 事 項 を 定 め 経 営改 革 を 推 進 し ま した 。  

一 部 十 分 な 成 果 を 得 ら れ な か っ た 取 組 も あ り ま す が 、 強 い 意 志  

を 持 っ て 経 営 改 革 を 推 進 し た こ と に よ り 、 財 政 調 整 基 金 残 高 は   

約 25億 円 、 地 方 債 残 高 は 約 169億 円 と な る 見 込 み で あ り 、 次 世 代 に  

負 担 を 残 さ な い 、 健 全 な 将 来 の 姿 を 示 す 財 政 規 律 と し て 設 定 し た  

目 標 を 達 成 す る 見込 み で す 。  

 

２  今後の財政見通し  

経 営 改 革 の 取 組 に よ り 、 地 方 債 の 借 入 抑 制 や 財 政 調 整 基 金 へ の  

積 み 立 て の ほ か 、 事 業 実 施 に 伴 う 財 源 の 確 保 に よ る 計 画 的 な 財 政  

運 営 な ど を 推 進 する こ と で 、財 政 規律 指 標 や 健 全 化 判断 比 率 の 改 善

な ど 、 一 定 の 成 果は 得 ら れ た も の と考 え て い ま す 。  

今 後 は 、 市 税 収 入の 大 幅 な 減 少 が 見込 ま れ る 中 、 高 齢化 の 進 展 等

に よ る 社 会 保 障 費 の 増 加 、 老 朽 化 し た 公 共 施 設 ・ イ ン フ ラ の 更 新  

に 加 え 、 市 民 ニ ー ズ や 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 へ の 対 応 な ど 、 多 岐 に  

わ た る 財 政 需 要 が継 続 し て 見 込 ま れま す 。  

こ の よ う な 状 況 の中 、 新 興 感 染 症 や激 甚 化 ・ 頻 発 化 して い る 自 然

災 害 へ の 対 応 、物価 高 騰 に よ る 財 政運 営 の 圧 迫 な ど、今 後 の 先 行 き

に 予 断 を 許 さ な い 状 況 で あ り 、 財 政 構 造 の 硬 直 化 が 進 行 し た 場 合  

に は 、 深 刻 な 財 政状 況 に 陥 る こ と も考 え ら れ ま す 。  

 

３  人口の推移 

本市の人口は、昭和60年 (1985年 )の 56,777人をピークとして減少に 

転じており、令和７年４月１日時点では、39,032人となっています。 

本市の人口の現状を分析し、令和32年 (2050年 )までの人口に関する 

将来の展望を示した「富津市人口ビジョン2050」では、本市の人口は、 

この先も減少が続き、令和32年 (2050年 )には 24,287人に減少し、年少  

人口 (15歳未満)、生産年齢人口(65歳未満)に加え、これまで増加して  

いた老年人口(65歳以上)も令和２年(2020年 )をピークに減少に転じ、 

人口減少が更に進行すると見込まれています。 

本市では、この人口減少を抑制するために、「富津市まち・ひと・   

しごと創生総合戦略」に基づく様々な施策の展開により、令和 32年 

(2050年)において、25,000人を維持することを目指しています。 
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（ 出 典 ） 富 津 市 人 口 ビ ジ ョ ン 2050   

 

 

４ 経営改革の必要性 

人 口 減 少 の 更 な る進 行 や そ れ に 伴 う職 員 不 足 の 懸 念 、社 会 全 体 の

デ ジ タ ル 化 ・ オ ン ラ イ ン 化 が 加 速 す る な ど 社 会 情 勢 は 大 き く 変 化  

し て い ま す 。  

こ う し た 変 化 に 加え 、 新 興 感 染 症 や頻 発 す る 自 然 災 害等 に も 対 応

し 、将 来 に わ たり行 政 経 営 を 安 定 的に 継 続 し て い く た め に は 、こ れ

ま で の 経 営 改 革 の 取 組 を 継 続 す る と と も に 、 デ ジ タ ル 技 術 を 活 用  

し た 行 政 サ ー ビ スの 再 構 築 に も 取 り組 む 必 要 が あ り ます 。  
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第 ４ 章 財 政 健 全 化 の 取 組 

１ 財 政 規 律 指 標 

中期財政計画【経営改革５か年計画】(令和３年度～令和７年度)では、

経営改革プランの基本方針を継承したうえで、行財政全般にわたる経営改

革推進の指針となるよう内容を深化させ、「次世代へ自信を持ってバトン

を渡せる行政経営」に向け、将来への貯えとなる財政調整基金の確保と、

将来世代の負担となる地方債残高の抑制を指標として目標を設定し、毎年

度検証することでその実効性を高めてきました。 

これらの指標は、行政にとどまらず全ての経営の基本であることから、

本計画においても継承し、本市が目指す「誇りと愛着を持てるまち」の  

実現に向け、健全な将来の姿を示す財政規律として設定し、達成できる 

ように努めていきます。 

 

（１）財政調整基金残高 

経営改革の取組や前年度決算剰余金の一部を確実に積み立ててきたこ

とにより、令和６年度末の財政調整基金残高は約27億円となり、平成25年

度末の約２億円から大幅に改善し、県内市平均を上回る水準を継続してい

ます。 

今後も、新興感染症や災害など不測の事態への対応、年度間の財源調整

などに備える財政調整基金は、引き続き一定水準を確保していく必要が 

あります。 

このことから、令和12年度末の目標額は、財政調整基金残高比率の県内

市平均以上である20％を目安とした24億円以上と設定します。 

〇基金残高の推移  
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（２）地方債残高 

地方債は、普通建設事業の優先度を見極めるとともに、当該年度の決算

見込みの状況を勘案し、借入額の抑制に努めてきました。 

しかしながら、本計画期間内には、これ以上先延ばしにすることができ

ない喫緊の課題である小学校や環境センターの更新に加え、市民生活に 

不可欠で、安全安心に直結する市道整備や橋梁長寿命化などの大規模事業

が予定されていることから、これまでの水準を維持していくことは厳しい

状況です。 

このことから、令和12年度末の目標額は、「第５章・財政見通し」の最終    

年度である令和12年度末の残高に、近年の物価高騰による影響を加味した

200億円以下と設定します。 

 

○ 地方債残高の推移  

 

 
 

 
 

 

 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

1.8% 6.1% 8.7% 13.4% 16.7% 18.7% 18.8% 19.2% 20.5% 22.6% 23.7% 21.8%

15.3% 15.4% 16.1% 16.5% 15.3% 15.8% 14.7% 14.4% 16.3% 17.9% 17.0% 15.5%

 ※ 財政調整基金残高比率 （％）＝ 財政調整基金残高 ／ 標準財政規模

(単位 ： 万円）

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

0.4 1.4 2.1 3.2 4.1 4.7 4.8 5.2 5.9 6.4 6.9 6.6

3.0 3.0 3.2 3.3 3.1 3.3 3.0 3.1 3.6 3.9 3.8 3.6

 ※ 各年度１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

財政調整基金残高比率

富津市

県内市平均

人口1人あたり財政調整基金残高

富津市

県内市平均

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

136.8% 141.1% 134.8% 133.1% 128.4% 125.9% 135.3% 131.4% 127.1% 131.0% 129.3% 134.9%

167.5% 168.7% 168.2% 168.1% 163.3% 160.7% 161.1% 157.4% 151.7% 150.5% 144.4% 139.2%

 ※ 地方債残高比率 （％）＝ 地方債残高 ／ 標準財政規模

(単位 ： 万円）

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

31.5 32.4 32.2 31.7 31.2 31.6 34.2 35.7 36.4 37.3 37.6 40.7

32.6 32.9 33.2 33.4 33.3 33.2 33.4 33.6 33.6 33.1 32.4 32.2

 ※ 各年度１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

富津市

県内市平均

地方債残高比率

富津市

県内市平均

人口１人あたり地方債残高
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２ 具体的な取組事項 

健 全 な 財 政 運 営 を着 実 に 実 行 す る ため 、 経 営 資 源 ご とに 取 り 組 む

べ き 基 本目標と取組を次のとおり示します。  

 

（１） 職員が主体的に働ける職場の整備（人・組織） 

少子高齢化に伴う人口減少により職員の不足が懸念される中、多様化・

複雑化する市民ニーズや新たな行政課題に柔軟かつ的確に対応し、質の高

い行政サービスを提供するために、組織の最適化を図るとともに、職場内

の意識や働き方を改善し、職員一人ひとりが主体的に働ける職場環境の整

備に取り組みます。 

 

① 職員が能力を発揮できる環境整備 

職 員 の 能 力 開 発 や 意 識 改 革 を 促 進 し 、 様 々 な 課 題 解 決 に 積 極 的

に 取 り 組 む 意 欲 の 高 い 職 員 を 育 成 す る た め 、 職 員 研 修 の 充 実 を図

るとともに、人事評価制度の活用を通じて、組織の活性化を図りま

す。  

また、職 員が能力を最大限に発揮し、組織の生産性向上と質の高

い 行 政 サ ー ビ ス を 提 供 す る た め 、 ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス の 推 進に

取り組みます。  

 

② 組織体制の最適化 

限 ら れ た 人 的 資 源 を 最 大 限 に 活 用 す る た め 、 適 切 な 定 員 管 理 に

計画的に取り組むとともに、定期的に組織・機構の見直しを行い、

目 ま ぐ る し く 変 化 す る 社 会 情 勢 に も 柔 軟 に 対 応 し 、 し な や か に進

化し続ける組織運営を推進します 。  

 

 

（２）公共施設マネジメントの推進（公共資産） 

将来にわたり持続可能な行政経営を実現するため、公共施設の更

新・統廃合・長寿命化を計画的に進めることにより財政負担の軽減・

平準化を図ります。また、公共施設や未利用・低利用の土地の有効

活用に積極的かつ戦略的に取り組みます。  

 

① 公共施設の適正配置  

「 富 津 市 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画 」 に 基 づ き 、 施 設 の 保 有 総 量

の 適 正 化 を 図 る とと も に 、 計 画 的 な保 全 の 促 進 に よ る建 物 ・ イ ン

フラの長寿命化により将来負担コストの縮減に取り組みます。  
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② 財産の適切な管理・運用  

公 共 施 設 や 未 利 用 ・ 低 利 用 土 地 に つ い て は 、 市 場 性 や 活 用 の 可

能 性 を 把 握 し 、 長期 で の 貸 付 や 売 却等 に よ り 、 有 効 活用 を 図 り ま

す。  

また、公共施設の維持管理に要する費用を公平に負担するため 、

受益者負担の適正化に取り組みます。  

 

 

（３）持続可能な財政運営の確立（財政） 

経 営 資 源 を 最 大 限 に 活 用 し 、 持 続 可 能 な 行 政 経 営 を 実 現 す る た

めには、安定した財政基盤を確立することが重要であることから 、

自 主 財 源 を 確 保 し、 中 長 期 的 な 視 点に 立 っ た 計 画 的 な財 政 運 営 を

推進します。  

 

① 自主財源の積極的な確保  

適 正 な 市 税 の 賦 課 と 企 業 誘 致 や 事 業 者 支 援 の 推 進 に よ り 、 税 収

基 盤 を 強 化 す る とと も に 、 税 の 公 平性 を 確 保 す る 観 点か ら 、 納 付

し や す い 環 境 の 整備 や 滞 納 者 へ の 徴収 対 策 を 強 化 し 、徴 収 率 の 向

上を図ります。  

ま た 、 ふ る さ と ふ っ つ 応 援 寄 附 に つ い て は 、 本 市 の 魅 力 を 活 か

し た 返 礼 品 の 開 発や 効 果 的 な Ｐ Ｒ によ り 、 リ ピ ー タ ー及 び 新 た な

寄附者の獲得に向け、事業者と一体となり取り組みます。  

そ の 他 、 活 用 可 能 な 資 金 調 達 手 段 に つ い て も 積 極 的 に 検 討 し 、

自主財源を確保します。  

 

② 中期的な見通しに基づく財政運営の確立 

持 続 可 能 な 財 政 運 営 を 行 う た め に は 、 各 年 度 に お け る 財 政 負 担

の 平 準 化 を 図 り 、計 画 的 に 財 政 運 営を 行 う こ と が 重 要で あ る こ と

か ら 、 前 年 度 の 実績 や 最 新 の 社 会 情勢 を 反 映 し た 中 期収 支 見 込 み

を毎年度更新し、弾力的な財政運営に取り組みます。  

また、目標値を明確に定めることで、財政規律を厳格化し、財政

の健全性を確保します。  

 

 

（４）行政サービスの再構築の推進（サービス・業務） 

多様 化 ・ 複 雑 化 す る 行 政 需 要 に 対 応 す る た め 、 社 会 情 勢 の 変 化

を的確に捉え、事務事業の見直しとＤＸの推進を一体的に推進し 、

業務 の効率化・合理化 を図るとともに、 市民サービスの利 便性の

向上を図ります。  

 



- 24 - 

① 事務事業の効率化・合理化 

目的、効果、達成度の観点から不断に事務事業の見直しを行い、

不 要 に な っ た 事 業や 効 果 の 低 い 事 業に つ い て は 廃 止 を検 討 し 、 時

代の要請に即した事業への再構築を図ります。  

また、多様化・複雑化する市民ニーズに的確に対応するため、民

間活力を活用し、その専門性やノウハウを取り入れることにより 、

市民サービスの維持・向上に取り組みます。  

 

② ＤＸの推進 

限られた人的資源を効果的に活用し、持続可能な行政経営を実現するた

め、外部専門人材の登用やデジタル技術を活用した業務改善に取り組み、

業務の効率化を図るとともに、行政手続きのオンライン化を促進し、市民

サービスの利便性向上を図ります。 
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３ 推進体制・進行管理 

計 画 を着 実 に実 行す る ため 、 「実 行計 画 」を 作 成し 、具 体 的な 取

組事項や実施年度等を明確にし、計画的に取組を進めます。  

ま た、必 要に応 じて 「 行 政 経 営 ア ド バ イ ザ ー 」 に 専 門 的 見 地 か ら

の 意 見 や 助 言 を 求 め 、 行 政経営 にあた っての個 別具体的 な計画策定

や事業の推進を戦略的に進め ま す 。  

な お 、 毎 年 度 、 本計 画 の 進 捗 状 況 を把 握 ・ 管 理 し 、 広報 紙 や 市 ホ

ー ム ペ ー ジ 等 を 活用 し て 適 時 公 表 しま す 。  

 

 

市 民 議 会 

情報提供  
行 政 サ ー ビ ス  

市民参加  

報告 
意見 

課題提示  

行 政 

主 宰：市長 

構成員： 副市長・ 教育長・ 部局長 

意見・ 助言 

指示 報告 

 

～ 実 行 計 画 の 実 施 ～ 

部ごとに実行計画の実施に取り組み、

その 進 捗 状 況 を 会 議 に 報 告 す る 。  

行

政
経
営
ア

ド

バ
イ
ザ

ー 

庁  議 

各 部 局 
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第５章 財政見通し（令和８年度～令和12年度） 

１  推 計 方 法  

[ 歳 入 ] 

項 目 推  計  方  法 

1 市税 

●個人市民税 令和７年度決算見込額を基礎として、人口減少や 

所得の伸び等を加味し算出 

●法人市民税 令和７年度決算見込額を基礎として算出 

●固定資産税 地価の下落率、家屋の新増築・滅失及び経年減価率、

償却資産の設備投資の動向・減価率等を見込み算出 

●その他   決算推移等を考慮し算出 

2～11 
地方譲与税 

各種交付金 

令和７年度決算見込額を基礎として算出 

地方消費税交付金は、国勢調査に伴う人口減少を加味し算出 

12 地方交付税 

●普通交付税  

[基準財政収入額] 市税、譲与税、交付金等の見込額を基礎とし

て算出 

[基準財政需要額] 令和７年度の基準財政需要額を基礎として、

経費区分ごとの推移、国勢調査に伴う人口 

減少等を加味し算出 

●特別交付税 令和７年度決算見込額を基礎として、かずさ水道 

広域連合企業団関係費を加味し算出 

13 
交通安全対策 

特別交付金 
令和７年度決算見込額を基礎として算出 

14 
分担金及び 

負担金 

令和７年度決算見込額を基礎として、保育料の軽減に伴う減額を

加味し算出 

普通建設事業費等の特定財源として計上 

15 
使用料及び 

手数料 
令和７年度決算見込額を基礎として算出 

16 国庫支出金 扶助費、物件費、普通建設事業費等の特定財源として計上 

17 県支出金 扶助費、物件費、普通建設事業費等の特定財源として計上 

18 財産収入 令和７年度決算見込額を基礎として算出 

19 寄附金 ふるさとふっつ応援寄附金 200 百万円を計上 

20 繰入金 
財政調整基金、公共施設等マネジメント基金、環境センター整備

基金、森林環境基金等の繰入金を計上 

21 繰越金 前年度の収支額を計上 

22 諸収入 
令和７年度決算見込額を基礎として、中学生の給食費無償化に 

伴う減額を加味し算出 

23 市債 

普通建設事業費等の特定財源、上水道事業の統合広域化に係る 

出資債等を計上 

臨時財政対策債は、計上していない。 
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[ 歳 出 ] 

項 目 推  計  方  法 

1 人件費 
令和７年度決算見込額を基礎として、定年延長制度や職員定員

適正化計画に基づき算出 

2 扶助費 
令和７年度決算見込額を基礎として、社会保障費等の増加を 

踏まえ、各年度 2.7％の伸び率により算出 

3 公債費 
令和６年度までの借入確定額に、令和７年度以降の普通建設 

事業費等に係る借入予定額を加味し算出 

4 物件費 

令和７年度決算見込額を基礎として、ふるさとふっつ応援寄附

関係費、道の駅整備検討事業、選挙費、環境センター管理運営  

事業、広域廃棄物処理事業、ＩＣＴ教育推進事業等を加味し算出 

普通建設事業関連分として、施設の解体や計画策定等、公共  

施設の統廃合及び長寿命化に係る事業費を計上 

5 維持補修費 令和７年度決算見込額を基礎として算出 

6 補助費等 

令和７年度決算見込額を基礎として、ふるさとふっつ応援寄附

関係費、君津中央病院企業団負担金、かずさ水道広域連合企業団

負担金、君津富津広域下水道組合負担金等を加味し算出 

7 繰出金 

国保・後期・介護特別会計について、令和７年度決算見込額を

基礎として、人件費、事務費、給付費、保険基盤安定、地域支援 

事業費等の繰出金を算出 

8 積立金 
公共施設等マネジメント基金、道の駅整備基金、環境センター

整備基金、森林環境基金等の積立金を計上 

9 
投資及び 

出資金 

かずさ水道広域連合企業団出資金、君津富津広域下水道組合 

出資金を計上 

10 貸付金 
保育士養成修学資金貸付金、中小企業融資貸付金、育英資金  

貸付金を計上 

11 
普通建設 

事業費 
今後予定している普通建設事業費を計上 

12 
災害復旧 

事業費 

不確定要素であることから、令和７年度当初予算額２百万円を

各年度に計上 

13 予備費 
年度途中における不測の事態により、予算外または予算超過の

支出に充てるため、各年度の決算見込額として 30 百万円を計上 
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２  中 期 収 支 見 込 み

 

 

 

　[　歳　入　]

当初
予算

決算
見込

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

1 8,617 8,768 8,768 8,595 8,595 8,559 8,559 8,603 8,603 8,356 8,356 8,066 8,066

2 263 263 263 263 263 263 263 263 263 263 263 263 263

3 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

4 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36

5 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53

6 107 107 107 107 107 107 107 107 107 107 107 107 107

7 1,190 1,070 1,070 1,054 1,054 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008

8 64 64 64 64 64 64 64 64 64 64 64 64 64

9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 36 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31

11 30 25 25 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24

12 1,900 1,788 1,788 2,021 2,021 2,253 2,253 2,351 2,351 2,537 2,537 2,790 2,790

普通交付税 1,700 1,588 1,588 1,813 1,813 2,034 2,034 2,126 2,126 2,337 2,337 2,590 2,590

特別交付税 200 200 200 208 208 219 219 225 225 200 200 200 200

13 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

12,306 12,215 12,215 12,258 12,258 12,408 12,408 12,550 12,550 12,489 12,489 12,452 12,452

14 121 121 0 89 0 92 0 92 0 91 0 91 0

15 236 236 36 236 36 236 35 235 36 236 35 236 36

16 4,458 4,757 0 14,991 0 2,909 0 3,381 0 2,953 0 3,327 0

うち第２期君津地域広
域廃棄物処理施設分

1,497 1,497 0 12,146 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 1,613 1,593 0 1,491 0 1,496 0 1,613 0 1,528 0 1,608 0

18 162 182 177 50 46 50 46 50 46 50 46 50 46

19 251 209 202 203 203 203 203 203 203 203 203 203 203

20 1,005 999 644 195 0 237 0 400 0 293 80 510 0

21 100 585 455 875 875 487 487 310 310 133 133 41 41

22 324 326 36 326 36 344 35 337 35 321 35 324 35

23 1,944 1,798 0 1,484 0 2,351 0 3,521 0 881 0 1,410 0

臨時財政対策債を除く 1,944 1,798 0 1,484 0 2,351 0 3,521 0 881 0 1,410 0

臨時財政対策債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

22,520 23,021 13,765 32,198 13,454 20,813 13,214 22,692 13,180 19,178 13,021 20,252 12,813

諸収入

市債

歳入合計　（ 1 ～ 23 ）

寄附金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

小計　（ 1 ～ 13 ）

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

環境性能割交付金

繰入金

繰越金

地方消費税交付金

項　　目

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

令和７年度

法人事業税交付金

（単位：百万円）
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　[　歳　出　]

当初
予算

決算
見込

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

一般
財源

1 4,479 4,245 4,048 4,306 4,126 4,307 4,106 4,331 4,100 4,319 4,118 4,304 4,072

2 4,341 4,463 1,191 4,235 1,158 4,350 1,209 4,467 1,243 4,588 1,277 4,712 1,312

3 1,478 1,478 1,478 1,529 1,529 1,545 1,545 1,598 1,598 1,610 1,610 1,620 1,620

4 4,227 3,919 2,827 3,872 2,926 3,859 2,773 3,648 2,862 3,646 2,848 3,776 2,745

うち普通建設関連分 436 436 38 364 33 526 29 180 32 233 14 477 32

5 189 211 46 163 45 159 43 152 36 152 37 155 36

6 1,562 1,578 1,106 1,411 1,056 1,453 1,099 1,475 1,121 1,382 1,028 1,407 1,033

7 2,137 2,065 1,715 2,061 1,721 2,047 1,715 2,046 1,722 2,037 1,721 2,021 1,712

8 167 170 161 143 139 143 139 143 139 143 139 43 39

9 347 189 65 361 65 414 65 393 65 100 65 91 65

10 75 75 5 70 0 70 0 70 0 70 0 70 0

11 3,466 3,721 216 13,528 170 2,124 178 4,204 129 1,058 105 2,004 130

うち第２期君津地域広
域廃棄物処理施設分

1,497 1,497 0 12,146 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

13 50 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

22,520 22,146 12,890 31,711 12,967 20,503 12,904 22,559 13,047 19,137 12,980 20,235 12,796

　[　収　支　]

当初
予算

0

（単位：百万円）

令和12年度令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和10年度 令和11年度 令和12年度

収支見込 収支見込

133 41 17

収支見込

875 487 310

予備費

歳出合計 （ 1 ～ 13 ）

項　　目

決算見込 収支見込 収支見込

積立金

投資及び出資金

貸付金

普通建設事業費

差引 （ 歳入－歳出 ）

災害復旧事業費

繰出金

補助費等

項　　目

令和８年度 令和９年度

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

令和７年度
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３  普 通 建 設 事 業 等 の 計 上 事 業  

 

　[ 普通建設事業費 ] （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 合計

1 47 47

2 7 7 7 7 7 35

3 7 25 56 34 1,292 1,414

4 74 66 140

5 60 58 52 50 48 268

6 3 3 3 3 3 15

7 52 57 51 51 50 261

8 20 28 39 34 32 153

9 50 71 14 21 14 170

10 60 60 120

11 55 35 25 20 20 155

12 60 60 60 50 60 290

13 10 10 10 10 10 50

14 123 104 100 100 427

15 240 100 100 100 100 640

16 93 9 170 6 38 316

17 14 14

18 29 88 117

19 20 56 155 68 56 355

20 2 42 44

21 35 35

22 224 1,084 3,186 497 250 5,241

23 5 23 18 46

24 181 181

25 47 42 41 17 147

26 16 12 2 30

27 31 9 7 7 7 61

1,382 2,124 4,204 1,058 2,004 10,772

28 12,146 12,146

13,528 2,124 4,204 1,058 2,004 22,918

　[ 物件費のうち普通建設関連分（公共施設の統廃合及び長寿命化に係る物件費）] （単位：百万円）

R8 R9 R10 R11 R12 合計

1 14 495 509

2 35 35

3 10 26 27 22 12 97

4 97 18 115

5 19 19

6 4 4 4 4 4 20

7 4 1 9 14

8 43 189 442 674

9 192 192

10 6 6

11 99 99

364 526 180 233 477 1,780

青堀駅周辺環境整備事業

ふれあい公園整備事業

内裏塚古墳群保存整備事業

事　　業　　名　　称

市道浅間山線整備事業

市営漁港整備事業

消防救急無線設備更新事業

東京湾漁業総合対策事業

最終処分場整備事業

浄化槽設置促進事業

市道湊富士見台線整備事業

市道山王下飯野線整備事業

道路構造物修繕事業

市道等局部改良事業

環境センター整備事業

農業生産基盤整備事業　[債務負担行為]

中学校施設整備事業

合　　　計

橋梁長寿命化修繕事業 （点検・計画策定）

旧佐貫中学校解体事業

小学校旧給食室解体事業

市営住宅解体事業

道路構造物修繕事業 （点検・計画策定）

公園施設長寿命化事業 （計画策定）

消防団詰所等解体事業

青堀小学校解体事業

大佐和中学校旧屋内運動場解体事業

金谷保育所解体事業

富津公民館改修調査事業

橋梁長寿命化修繕事業

県営漁港整備事業

子ども・子育て支援施設整備事業

第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業（※）

事　　業　　名　　称

小　　　計

その他

合　　　計

（※）「28　第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業」は、６市１町で実施する廃棄物処理施設整備に伴う国庫支出金が
　　　富津市に交付され、事業を実施する(株)上総安房クリーンシステムに同額を支出するものです。

消防団詰所等整備事業

小学校施設整備事業

公共施設照明ＬＥＤ化事業

青堀小学校校舎改築事業　[継続費]

ＩＣＴ教育推進事業

ちば消防共同指令センター指令システム全体更新
事業　[債務負担行為]

消防自動車等整備事業
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４  財 政 規 律 指 標 の 推 移  

（ １ ） 財 政 調 整 基 金 残 高  

令和12年度末で24.0億円であり、目標額の24億円以上を達成する見込み

です。 

  

 
 

（ ２ ） 地 方 債 残 高  

令和10年度末では200.2億円ですが、令和12年度末で195.3億円であり、

目標額の200億円以下を達成する見込みです。 

  

 

R7 R8 R9 R10 R11 R12

20.5% 20.8% 20.6% 20.4% 19.8% 19.9%

R7 R8 R9 R10 R11 R12

6.1 6.1 6.1 6.1 5.9 5.9富津市

 ※ 各年度、令和７年１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

財政調整基金残高比率

富津市

 ※ 財政調整基金残高比率 （％）＝ 財政調整基金残高 ／ 標準財政規模

(単位 ： 万円）

人口1人あたり財政調整基金残高

R7 R8 R9 R10 R11 R12

139.6% 142.3% 148.9% 165.1% 161.1% 161.7%

R7 R8 R9 R10 R11 R12

41.8 42.0 44.3 49.5 48.3 48.3

 ※ 各年度、令和７年１月１日現在の住民基本台帳人口で算出

地方債残高比率

(単位 ： 万円）

人口１人あたり地方債残高

富津市

 ※ 地方債残高比率 （％）＝ 地方債残高 ／ 標準財政規模

富津市
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―  用語の解説  ― 

[ あ 行 ] 

ア ウ ト ソ ー シ ン グ 

外部委託。行政サービスや内部事務の一部を、専門的なノウハウや

効率性を持つ民間企業などに委託すること。  

 

一 般 会 計 

市税を主な収入源として、行政運営の基本的な経費を計上してい

る会計。  

 

一 般 財 源 

市が自由に使いみちを決められる収入のこと。 

 

イ ン フ ラ  

インフラストラクチャーの略。道路・橋りょうなどの産業や生活

の基盤として整備される施設。 

 

[ か 行 ] 

基 金 

自治体の貯蓄のこと。特定の目的のために積立て・取崩しを行っ

ている。  

 

基 準 財 政 収 入 額 

普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合

理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税

収入を一定の方法によって算定した額のこと。 

 

基 準 財 政 需 要 額 

普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体が合理的かつ

妥当な水準で行政運営を行うための経費を、一定の方法によって算

定した額のこと。 

 

経 常 収 支 比 率 

経常的にかかる支出に対し、税や交付税などの経常的な一般財源

がどの程度費やされているかを示す指標。比率が高いほど、一般財源

が経常的にかかる経費に使われていることになり、財政が硬直して

いる状況であると言える。  
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公 共 施 設 

地方公共団体が所有・管理・提供する建築物等施設の総称。 

例 ）学校、公民館、市役所庁舎など 

 

公 共 施 設 再 配 置 推 進 計 画 

地方公共団体が所有する全ての公共施設を対象に、地域の実情に

応じ長期的視点をもって、更新、統廃合、長寿命化等について基本

的な方向性を示す計画。 

     

公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画   

地方公共団体が所有する全ての公共施設等を対象に、地域の実情

に応じて総合的かつ計画的に管理する計画。 

 

[ さ 行 ] 

財 産 収 入 

市が有する財産の貸付、売払などにより得た収入のこと。 

 

財 政 調 整 基 金 

年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てている基金。 

 

財 政 調 整 基 金 残高比率 

    財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合を示す指標。 

 

債 務 負 担 行 為 

地方公共団体が将来にわたって債務を負担する行為（将来の支出を

伴うも の ）の内容を予算上で定めるもの。将来の財政支出を約束する行為。 

 

市 債 

  富津市の借入金のこと。 

 

自主財源 

  地方公共団体が自主的に収入しうる財源。 

 

実質公債費比率 

地方公共団体や当該団体が組織する一部事務組合等の借入金の年

間返済額が、標準的な収入である標準財政規模に対し、どの程度かを

示す指標。数字が小さいほど借入金返済の負担が少ない。 

 

社 会 保 障 費 

「医療」、「年金」、「福祉」、「介護」、「生活保護」などに係る経費。 
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医療・介護の自己負担分以外の給付額や年金の受給額など、社会保

障制度によって給付される金銭・サービスに係る経費。 

 

譲 与 税 （ 地 方 譲 与 税 ） 

国が徴収した特定の税目の税収を、一定の基準により地方公共団

体に譲与するもの。 

 

将来負担コスト（公共施設） 

  将来にわたる公共施設の維持管理、改修、更新等に係る費用。  

 

将 来 負 担 比 率 

地方公共団体や当該団体が組織する一部事務組合等の将来的に支

払うべき負担見込額が、標準的な収入である標準財政規模に対し、ど

の程度かを示す指標。数字が小さいほど将来の負担が少ない。  

  

  新興感染症 

   新しく認知され、局地的あるいは国際的に公衆衛生上の問題となる

感染症のこと。  

 

  人事評価制度 

 職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力や業績、姿勢な

どを総合的に評価し、その結果を人材育成や組織運営に反映させる

仕組み。  

 

[ た 行 ] 

地 方 財 政 状 況 調 査 （ 決 算 統 計 ） 

地方公共団体の決算に関する統計調査のこと。予算の執行を通じ

て、地方公共団体がどのように行政運営を行ったかを見るための基

礎となるもの。  

 

地方交付税  

どこに住んでいても一定水準の行政サービスが受けられるよう、自

治体間の財政的な不均衡を調整するため、国税の一部を財源が足りな

い地方公共団体へ再配分するもの。  

   

地方債  

地方公共団体が１つの会計年度を超えて行う借入れのこと。  

 

地方債残高比率  

  地方債残高の標準財政規模に対する割合を示す指標。 
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ＤＸ（ディーエックス）（デジタルトランスフォーメーション）  

デジタル技術の活用により、人々の生活をより良くすること。  

 

特 定 財 源 

国庫支出金や地方債など、使いみちがあらかじめ決められている

収入のこと。  

 

ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト 

基本方針の決定をはじめ、経営計画の策定や組織管理の調整、統

制など経営に関する総合的役割と最終責任を担う人物や機関のこ

と。  

 

[ は 行 ] 

標 準 財 政 規 模 

地方公共団体の標準的に収入されると見込まれる市税などの経常

的一般財源の規模を示すもの。 

 

ふ る さ と ふ っ つ 応 援 寄 附 

富津市における“ふるさと納税”のこと。ふるさと納税は、寄附金

税制の一つ。任意の自治体に寄附をした後、確定申告を行うことによ

り、寄附金額の一部が所得税及び住民税から控除されるため、事実

上、希望自治体に事実上“納税”をするもの。  

 

[ わ 行 ] 

 ワークライフバランス 

男女がともに人生の各段階において、仕事、家庭生活、地域生活、

個人の自己啓発など、様々な活動を自らの希望にそって展開できる

状態。  
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